
第３章　船員分野
①船員数等の動向

【図表 3-1】我が国の船員数の推移
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海事局調べによる。各年１０月１日現在
船員数は、乗組員数と予備船員数を合計したものであり、我が国の船舶所有者に雇用されている船員（外国人を除く。）である。
その他は、官公署船や港内作業船等他の分野に属さない船員数である。

（人）

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

外航船員数 2,306 2,325 2,208 2,263 2,271 2,237 2,188 2,221 2,093 2,174
内航船員数 28,160 27,255 27,219 26,854 27,073 27,490 27,639 27,844 28,142 28,435
漁業船員数 23,060 21,749 21,060 20,359 19,849 19,075 19,055 18,530 17,940 17,469
そ の 他 15,896 15,757 15,514 15,608 14,757 15,482 15,469 15,478 15,678 15,718
合 計 69,422 67,086 66,001 65,084 63,950 64,284 64,351 64,073 63,853 63,796

【図表 3-2】我が国船員数の分野別年齢構成

 海事局調べによる。R1.10.1現在
 我が国に所在する船舶所有者に雇用されている船員（外国人を含む。）の年齢階層別割合である。
 その他は、官公署船や港内作業船等他の分野に属さない船員数である。
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【図表 3-3】船員職業紹介状況の推移

【図表 3-4】船員の有効求人倍率の推移

数字で見る海事
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【図表 3-5】海技者セミナーの参加者数、事業者数、開催地

【図表 3-6】船員と陸上労働者の給与（月額）比較

（注）1　外航船員及び内航船員の賃金額は、船員労働統計（定期払いを要する報酬（基本給や家族手当等）、時間外勤務（超過勤務や夜間割増））
及び航海日当の数値である。

　　2　陸上労働者の賃金額は、賃金基本構造統計（きまって支給する現金給与額の企業規模計（１０人以上）の数値である
　　3　船員は、外航船舶及び内航船舶に乗り組む全ての「船長、職員、部員」の計の数値を用いている。
　　4　陸上労働者は、常用労働者のうち短時間労働者を除いた一般労働者の集計結果を用いている。
資料） 国土交通省「船員労働統計」、厚生労働省「賃金基本構造統計」の令和元年 6月分のきまって支給する現金給与額により国土交通

省総合政策局作成
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②船員災害の発生状況

【図表 3-7】船員の死傷災害発生率の推移
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【図表 3-8】死傷災害発生率の海陸比較

（注）
１　船員の災害発生率は、船員災害疾病発生状況報告（船員法第 111 条）による。同報告は年度内の休業３日以上を対象としているが、上表では、
陸上労働者との比較のため、職務上４日以上休業の数値を用いている。

２　陸上労働者の災害発生率は、厚生労働省労働基準局による統計値から算出。また、同災害発生率は暦年である。

数字で見る海事
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③船員災害防止のための措置

【図表 3-9】船員災害防止に関する法令の措置

【図表 3-10】令和２年船員災害防止実施計画について
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【図表 3-11】船員災害防止に関する表彰制度等について

過去３年間継続して無違反であり、
災害・疾病の発生状況が基準内であること。

過去５年間継続して無違反であり、
災害・疾病の発生状況が基準内であること。
一般型２級に認定されていること。

２級

１級

＜認定の種類と要件＞ ＜応募対象＞
① 船員災害防止
（例：ヒヤリハット事例の水平展開、作業省略撲滅のPDCA

など）
② 安全運航
（例：当直引継時の指差呼称の徹底、ブラックアウト訓練、

船員の安全教育など）
③ 健康管理
（例：生活習慣病予防目標の掲示、感染症予防の取組、栄養

バランスある供食による健康管理など）
④ 労働支援
（例：船内のライブカメラを通じた陸上からの作業支援、

女性の就労支援、居住区の向上など）

＜過去３年間の受賞者＞
○平成29年度
【大 賞】浪速タンカー(株)
【特別賞】アジアパシフィックマリン(株)、(株)Ａシップ

○平成30年度
【大 賞】宮崎カーフェリー(株) 【特別賞】(株)菅原組

○令和元年度
【大 賞】宮崎カーフェリー(株)
【特別賞】(株)アズーロジャパン、日本郵船(株)

事業者における船員の健康管理及び労働支援等に
係る優れた取組について毎年度表彰を実施。

船員労働災害防止優良事業者認定制度

一定期間内に無違反で、災害・疾病の件数が
少ない事業者の自主的努力を評価するため、
優良事業者として認定する制度。

＜認定事業者（令和元年１０月１日現在）＞

○１級８７者
（外航２者、内航３２者、旅客船２２者、その他３１者）

○２級４５者
（外航０者、内航２７者、旅客船９者、その他９者）

＜認定、表彰のメリット＞

・ロゴマークの使用 ・国土交通省ホームページ等で公表 ・毎年９月の「船員労働安全衛生月間」で取組を紹介
・船員職業安定業務窓口等に提出する求人票に船員労働災害防止優良事業者である旨を記載
・認定証、表彰状の交付

船員安全・労働環境取組大賞
（トリプルエス大賞）
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